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第２章 集計にあたって

２－１ 集計の基本的な考え方

２－１－１ 届出デ－タと届出外デ－タ

（１）届出デ－タ

経済産業省及び環境省は共同で、届出された情報を電子ファイル化し、物質ご

とに、業種別、地域別等に集計・公表し、事業所管大臣及び都道府県知事に通知

されてきたもの。

※事業所管大臣及び都道府県知事は、通知された事業所ごとの情報をもとに、

事業所や地域 のニーズに応じ集計・公表することができる。

※排出量の集計

届出事項の集計結果と併せて、届出外排出量の推計結果を公表

（２）届出外デ－タ

経済産業省及び環境省は共同で、本法の届出義務対象外の排出源（届出外事業

所、家庭、自動車等）等からの排出量を推計して集計し （１）と併せて公表し、

たもの。

・届出外排出量の推計

□対象業種を営む事業者からの排出量のうち届出がなされていないもの

▽従業員２０人以下の事業所

▽年間取扱量が１㌧未満（当初２年間は５㌧未満）の事業所

□対象業種以外の業種のみを営む事業者からの排出量

▽農薬、接着剤、塗料、洗浄剤、医薬品、漁網防汚剤

□家庭からの排出量

▽農薬、接着剤、塗料、洗浄剤、化粧品、防虫剤、消臭剤

□移動体（自動車、船舶、鉄道、航空機）からの排出量

図２－１ 「排出量」の構造と分類

対象業種 ②非対象業種 ③家庭

①届出対象 小規模で個々の事 製品の使用に伴っ届出対象
外 業所の取扱量が少 て排出されるもの

従業員２１人以上 (年間取扱量 ない業種、化学物 等
年間取扱量１ﾄﾝ以上 １ﾄﾝ未満) 質の使用が事業所
年 年は ﾄﾝ以上 外の業種など （例）（ 、 ）14 15 5

家庭用洗剤
（例） 家庭用防虫剤等

①届出対象外（従業員 人以下） 農業、建設業など20

④移動体
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図２－２ 集計・公表の仕組み

気圏・水圏・地圏

化学物質（３５４種）の排出

排水、排ガス、廃棄物としての化学物質の排出

産業（対象事業所） 家庭・農耕地など

点 源 非 点 源

届出 注：国の責務として推計
分類
・農薬散布

都道府県等 ・移動発生源
・家庭オフィス等
・事業所報告対象外業種

送付 ・事業所報告対象規模未満の
事業所

経済産業省・環境省

排出・移動目録（ＤＢ） 都道府県に送付

公 表 公 表

２－１－２ ＰＲＴＲデータの性格と取扱い上の留意点

（１）届出値の限度

届出値は、実測値に基づき算出した値、物質収支による方法で算出した値、排

出係数を用いた方法で算出した値等、化学物質排出把握管理促進法施行規則で定

められた方法のうち事業者が適当と判断した方法により算出された値であるが、

－種の推計値であることから、その精度には一定の限界があるとされている。

また、届出値の有効数字は 桁としている。2

（２）届出排出量における国の推計値の限界

届出外排出量については、国が推計したものである。そのため、国では想定さ

れ得る主要な排出源を対象に推計しているが、全ての排出源を網羅したものでは

なく、現時点で利用可能な信頼できる知見が存在しない排出源は推計の対象外と

したとの見解を示している。

また、届出外排出量の推計値については、現時点で利用可能な信頼できる知見

に基づき推計を行ったが、その精度には一定の限界があるともしている。

そのため、同一化学物質に係る届出値と届出外排出量の推計値とを比較する場

合には、数値の精度に一定の限界があること、届出外排出量の推計値は、全ての

排出源を網羅したものではないことに留意することが必要であるとされている。
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（３）排出量等の多寡

ここに示すのは、各対象化学物質の排出量・移動量の集計結果である。対象化

学物質によって毒性や蓄積性に差があるので、排出量の多寡が当該物質の「リス

ク」の大小を示すものでない。

（４）公表データによるリスク評価の限界

ＰＲＴＲで公表されるデータはあくまで排出量又は移動量の集計値であり暴露

量ではない。

そのため、化学物質のリスクを評価するには、有害性の評価とともに暴露評価

を実施することが必要である。ＰＲＴＲで公表される排出量又は移動量の集計値

のみで健康影響を論じることはできないが、少なくとも、排出量の多い物質や地

域の特定等、問題点を把握することが可能であり、リスク評価、あるいはそのた

めの暴露評価の出発点とすることが可能。

２－１－３ 集計表の作成方法

（１）件数等の表示方法

集計にあたってはＰＲＴＲ制度の趣旨を最大限尊重するとの考えに基づき、届

出件数が少ない場合（例えば１件だけの場合）であっても、その届出件数等をそ

のまま示した。

（２）排出量・移動量の単位

、 「 」 「 」 。排出量・移動量の値について 原則として トン または kg で示している

また、ダイオキシン類は 「ｇ」及び「mg-TEQ」を単位として示した。、

なお、事業者が排出量算出の際、実測による方法を採用した場合、測定値が検

出下限未満( )の場合は、 (ゼロ)とみなし、検出下限以上、定量下限未満のN.D. 0
場合には、定量下限値の とみなして算出されている。1/2
ただし、ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法と同一の

方法、すなわち異性体の測定量ごとに、その測定量が定量下限以上のものはその

ままの値を 換算し、定量下限未満のものは「 」として 換算し、それTEQ 0 TEQ
らを合計するという方法で算出されています。

（３）排出・移動先

排出・移動のうち 「大気 「公共用水域 「土壌」への各排出に加え 「事、 」、 」、 、

業所敷地内で行う廃棄物の埋立処分」の四つを「排出」と定義し、残りの「廃棄

物に含まれての移動 「公共下水道への移動」の二つを「移動」として定義し、」、

それぞれの合計を「合計排出量 「合計移動量」などとして示した。」

（４）対象化学物質の順序
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集計表で示す対象化学物質の順序は、原則として排出量・移動量の多い順とし

た。なお集計の方法によって物質番号の順とする。この場合、対象化学物質は35

4 物質あり、１番から354 番まで欠番がなく物質番号がつけられているため、本

章の後半にある集計表で物質番号が示されていない対象化学物質は、事業所にお

ける届出がなかった。

２－２ 集計にあたって整理した地域の諸元

集計にあたって県下の市町を県民局の区分に対応して表２－１に示すとおり１０地域

。 、 、 、 、 、に整理した それぞれの地域の諸元 面積 人口・世帯数 製造品出荷額等 耕地面積

自動車保有台数について以下に示す。

表２－１ 市町と地域区分

神戸地域

神戸市

阪神南地域

尼崎市 西宮市 芦屋市

阪神北地域

伊丹市 宝塚市 川西市 三田市 猪名川町

東播磨地域

明石市 加古川市 高砂市 稲美町 播磨町

北播磨地域

西脇市 三木市 小野市 加西市 吉川町 社町 滝野町 東条町 中町 加美町 八千

代町 黒田庄町

中播磨地域

姫路市 家島町 夢前町 神崎町 市川町 福崎町 香寺町 大河内町

西播磨地域

相生市 龍野市 赤穂市 新宮町 揖保川町 御津町 太子町 上郡町 佐用町 上月町

南光町 三日月町 山崎町 安富町 一宮町 波賀町 千種町

但馬地域

豊岡市 城崎町 竹野町 香住町 日高町 出石町 但東町 村岡町 浜坂町 美方町

温泉町 八鹿町 養父町 大屋町 関宮町 生野町 和田山町 朝来町 山東町

丹波地域

篠山市 氷上町 青垣町 春日町 山南町 柏原町 市島町

淡路地域

洲本市 津名町 淡路町 北淡町 一宮町 五色町 東浦町 緑町 西淡町 三原町 南

淡町
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２－２－１ 県全体及び地域別の面積

県全体及び地域別の面積は、表２－２のとおりである。

表２－２ 県全体及び地域別の面積

地 域 名 面積（ｋ㎡）
県 全 体 ８，３９２．４２
神 戸 市 ５４９．８１
阪 神 南 １６７．５６
阪 神 北 ４８０．９８
東 播 磨 ２６６．１８

地 域 北 播 磨 ８９５．５６
中 播 磨 ８０４．７４
西 播 磨 １，６２７．５２
但 馬 ２，１３３．４４
丹 波 ８７０．８９
淡 路 ５９５．７４

デ－タ出典元：国土地理院面積調(平成 年 月 日)を基準に総務省統計局13 10 1
が推計
調査期日等：平成 年 月 日14 3 1

２－２－２ 県全体及び地域別の人口、世帯数

県全体及び地域別の人口、世帯数は、表２－３のとおりである。

表２－３ 県全体及び地域別の面積

地 域 名 人 口 世 帯 数
県 全 体 ５，５７２，７０５ ２，０８０，４８２
神 戸 市 １，５０６，１１２ ６２１，３０８
阪 神 南 ９９７，５８４ ４１１，４５２
阪 神 北 ７０４，９１４ ２５３，５５４
東 播 磨 ７２０，９２４ ２５４，００９

地 域 北 播 磨 ２９７，３２３ ９１，３９７
中 播 磨 ５７７，９９７ ２０２，２５８
西 播 磨 ２９１，９３２ ９２，４４０
但 馬 １９９，３９４ ６３，１０７
丹 波 １１８，８７７ ３６，８９２
淡 路 １５７，６４８ ５４，０６５

デ－タ出典元：兵庫県統計課「推計人口」
調査期日等：平成 年 月 日14 3 1

２－２－３ 県全体及び地域別製造品出荷額等

県全体及び地域別の製造品出荷額等は、表２－４のとおりである。

表２－４ 県全体及び地域別の製造品出荷額等

地 域 名 製造品出荷額等(百万円)
県 全 体 １３，１２１，２８８
神 戸 市 ２，６３４，１５１
阪 神 南 １，９０３，１９４
阪 神 北 １，０９５，３５４
東 播 磨 ２，５２４，９７０

地 域 北 播 磨 １，００１，４２７
中 播 磨 １，９３６，０６４
西 播 磨 ９３８，１２７
但 馬 ２９３，３１２
丹 波 ３５７，６０４
淡 路 ４３７，０８８

デ－タ出典元：兵庫県統計課「兵庫の工業」
調査期日等：平成 年13
備考：端数処理をしているため、県合計と地域計は一致しない
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２－２－４ 県全体及び地域別耕地面積

県全体及び地域別の耕地面積は、表２－５のとおりである。

表２－５ 県全体及び地域別の耕地面積

地 域 名 耕 地 面 積 ( )h a
県 全 体 ８０，２１９
神 戸 市 ４，６４０
阪 神 南 ２５７
阪 神 北 ３，３６８
東 播 磨 ５，３５３

地 域 北 播 磨 １５，２２７
中 播 磨 ７，６２２
西 播 磨 １０，９２４
但 馬 １２，０２５
丹 波 １０，５３６
淡 路 １０，２６７

デ－タ出典元：近畿農政局兵庫統計情報事務所「耕地面積調査」
調査期日等：平成 年 月 日13 8 1
備考：耕地面積とは、農作物の栽培を目的とする土地

２－２－５ 県全体及び市町別自動車保有台数

県全体及び地域別の市町別自動車保有台数は、表２－６のとおりである。

表２－６ 県全体及び地域別の市町別保有台数

地 域 名 保 有 自 動 車 台 数
県 全 体 ２，８２６，８０５
神 戸 市 ６１８，４２７
阪 神 南 ３６７，２１９
阪 神 北 ３０４，７７９
東 播 磨 ３７５，２７８

地 域 北 播 磨 ２２９，２０２
中 播 磨 ３６７，２４９
西 播 磨 ２０６，４５７
但 馬 １４５，６５０
丹 波 ９４，５８２
淡 路 １１７，８０２

デ－タ出典元：近畿運輸局兵庫陸運支局調、兼市町振興課調、県統計課調
調査期日等：平成 年 月 日14 3 31
備考：保有自動車台数は、登録自動車台数・小型二輪自動車・軽自動車の合計
である。不明車があるため、県合計と地域計は一致しない


